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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第137期

第３四半期連結
累計期間

第138期
第３四半期連結
累計期間

第137期
第３四半期連結
会計期間

第138期
第３四半期連結
会計期間

第137期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 25,738 18,952 7,683 6,739 30,774

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 316 △190 △300 261 △681

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(百万円) 232 △237 △153 248 △1,346

純資産額 (百万円) ― ― 12,556 10,857 10,640

総資産額 (百万円) ― ― 37,530 31,000 31,282

１株当たり純資産額 (円) ― ― 336.48 290.92 285.10

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
四半期(当期)純損失金
額(△)

(円) 6.23 △6.38 △4.12 6.66 △36.10

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 33.4 35.0 34.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 24 3,021 ― ― 410

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,100 △1,045 ― ― △2,646

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,165 △1,995 ― ― 2,499

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,580 1,746 1,767

従業員数 (名) ― ― 441 436 444

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 436

(注)  従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 381

(注)  従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(トン) 前年同四半期比(％)

油脂製品 12,370 △24.2

石化製品 17,434 △14.3

合計 29,804 △18.7

　

(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は、需要予測に基づく見込生産を行っているため、該当事項はあ

りません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

油脂製品 2,588 △10.8

石化製品 4,150 △13.2

合計 6,739 △12.3

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国を含むアジア向け輸出や政府の緊急経済対策

の下支え効果により、金融危機後の深刻な悪化状況から立ち直りを見せつつあるものの、依然として雇用

情勢の厳しさが継続しているほか、デフレ傾向が一段と強まるなど、民需の回復にはなお時間を要するも

のと思われます。

このような環境のなか、当社グループにおきましては、収益確保のため、高付加価値製品の販売を積極

的に展開するほか、新規開発品の上市に向けて研究開発の加速を進めるとともに、徹底した経費削減の継

続に努めてまいりましたが、世界的な需要低迷の影響もあり採算面では非常に厳しい経営状態で終始い

たしました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は67億３千９百万円（前年同

四半期比12.3％減）となり、収益面では、営業利益２億２百万円（前年同四半期は２億２千７百万円の営

業損失）、経常利益２億６千１百万円（前年同四半期は３億円の経常損失）、四半期純利益２億４千８百

万円（前年同四半期は１億５千３百万円の四半期純損失）を計上する結果となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　油脂製品セグメント

脂肪酸・グリセリン等の油脂製品部門では、主要需要先である樹脂・安定剤メーカーにおいて在

庫調整は解消されたものの、依然として需要の伸び悩む状況が続きました。

　アルコール製品部門では、界面活性剤は生活関連向けに堅調に推移したものの、原料相場の下落に

伴い、厳しい価格対応を余儀なくされたことから、採算面では前年に比べて落ち込みました。

以上の結果、油脂製品セグメントの当第３四半期連結会計期間の売上高は25億８千８百万円とな

り、前年同四半期比10.8％の減少となりました。

②　石化製品セグメント

石化製品セグメントにおける化成品部門におきましては、主力の可塑剤が自動車向けでは政府の

景気浮揚策効果もあって、堅調に推移したものの、需要の大半を占める住宅関連市場での低迷が続い

ているため、前年に比べて売上高は減少いたしました。

　ベンゼン誘導体におきましては、自動車向けの需要が本格的な回復を見せたものの、加工品の輸入

の影響もあって販売数量、売上高ともに前年を下回る結果となりました。

　機能製品部門では、酸無水物の国内販売は自動車関連や電機分野に対し、堅調に推移したものの、住

宅関連市場における需要不振が続き、低調に推移いたしました。また、輸出品も円高の進行などから

採算が悪化いたしました。

　樹脂添加剤は、需要先の稼働率が本格的な回復に至らず、未だ足踏み状態が続いております。

以上の結果、石化製品セグメントの当第３四半期連結会計期間の売上高は41億５千万円となり、前

年同四半期比13.2％の減少となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前年度末比△0.9％、金額で２億８千２百万円減少の310億円

となりました。

　流動資産につきましては、主として棚卸資産の減少により前年度末比△3.3％、金額で５億３千７百万円

減少の155億１千９百万円となりました。固定資産につきましては投資有価証券の増加等により前年度末

比+1.7％、金額で２億５千４百万円増加の154億８千万円となりました。

　流動負債につきましては、支払手形及び買掛金が増加しましたものの、短期借入金その他の金銭債務の

減少等により前年度末比△2.1％、金額で２億７千４百万円減少の125億４千４百万円となりました。固定

負債につきましては、長期借入金の減少等により前年度末比△2.9％、金額で２億２千５百万円減少の75

億９千７百万円となり、負債の部合計では、前年度末比△2.4％、金額で５億円減少の201億４千２百万円

となりました。

　純資産につきましては、四半期純損失を計上しましたものの、評価・換算差額等の増加により前年度末

比+2.0％、金額で２億１千７百万円増加の108億５千７百万円となりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は35.0％、１株当たり純資産額は290円92銭とな

りました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第２四半期連結

会計期間末に比べ７千８百万円増加し、17億４千６百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、資金は４億８千８百万円増加（前年同四半期は２億８千１百万円増加）しました。こ

れは主に、税金等調整前四半期純利益２億５千７百万円、減価償却費３億２百万円によるものでありま

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、資金は１億７千５百万円減少（前年同四半期は４億２千２百万円減少）しました。こ

れは主に、有形固定資産の取得１億６千５百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、資金は２億３千９百万円減少（前年同四半期は１億８千５百万円増加）しました。こ

れは主に、借入金の減少２億１千５百万円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億４千万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

　

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

 6/26



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。

なお、第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画は、総額、着手年月及び完了予定年月が次の

ように変更となりました。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法
着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出
会社

徳島工場
(徳島市)

油脂製品
生産設備の
更新

10 ―
自己資金
及び
借入金

平成22年
３月

平成22年
５月

―
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,008,90638,008,906
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,008,90638,008,906― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ― 38,008,906 ― 5,660 ― 4,246

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

715,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,229,900
372,299 ―

単元未満株式
普通株式

63,606
― ―

発行済株式総数 38,008,906― ―

総株主の議決権 ― 372,299 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新日本理化株式会社

京都市伏見区葭島
矢倉町13番地

715,400 ― 715,400 1.9

計 ― 715,400 ― 715,400 1.9

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 135 140 143 141 141 139 135 130 120

最低(円) 122 125 131 128 127 131 127 113 94

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(営業本部長)

取締役
(営業本部長兼購買部長)

状家　美香 平成21年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,781 1,782

受取手形及び売掛金 ※４
 10,137 8,031

商品及び製品 1,797 2,738

仕掛品 921 1,842

原材料及び貯蔵品 781 1,439

その他 108 236

貸倒引当金 △8 △14

流動資産合計 15,519 16,056

固定資産

有形固定資産 ※１, ※２
 7,702

※１, ※２
 8,128

無形固定資産 241 284

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 7,059

※２
 6,280

その他 478 532

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 7,536 6,811

固定資産合計 15,480 15,225

資産合計 31,000 31,282

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 5,661 4,064

短期借入金 5,441 6,941

未払法人税等 18 33

賞与引当金 38 100

その他 ※４
 1,384 1,679

流動負債合計 12,544 12,819

固定負債

長期借入金 4,972 5,397

退職給付引当金 1,827 1,826

役員退職慰労引当金 13 13

その他 783 585

固定負債合計 7,597 7,822

負債合計 20,142 20,642
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,660 5,660

資本剰余金 4,246 4,246

利益剰余金 1,267 1,504

自己株式 △168 △168

株主資本合計 11,006 11,244

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 822 384

繰延ヘッジ損益 △33 △31

為替換算調整勘定 △946 △964

評価・換算差額等合計 △156 △611

少数株主持分 8 7

純資産合計 10,857 10,640

負債純資産合計 31,000 31,282
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 25,738 18,952

売上原価 22,194 16,488

売上総利益 3,543 2,464

販売費及び一般管理費 ※１
 3,293

※１
 2,760

営業利益又は営業損失（△） 250 △295

営業外収益

受取配当金 111 84

持分法による投資利益 205 172

その他 25 63

営業外収益合計 342 319

営業外費用

支払利息 148 154

デリバティブ評価損 64 21

その他 63 38

営業外費用合計 276 214

経常利益又は経常損失（△） 316 △190

特別利益

償却債権取立益 － 35

特別利益合計 － 35

特別損失

固定資産除却損 27 5

投資有価証券評価損 36 36

減損損失 － 12

その他 12 6

特別損失合計 75 61

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

240 △217

法人税、住民税及び事業税 13 13

法人税等調整額 △4 6

法人税等合計 9 19

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 1

四半期純利益又は四半期純損失（△） 232 △237
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 7,683 6,739

売上原価 6,823 5,610

売上総利益 860 1,128

販売費及び一般管理費 ※１
 1,087

※１
 926

営業利益又は営業損失（△） △227 202

営業外収益

受取配当金 35 25

持分法による投資利益 68 61

その他 8 28

営業外収益合計 112 115

営業外費用

支払利息 53 48

為替差損 55 －

デリバティブ評価損 72 －

その他 4 8

営業外費用合計 185 56

経常利益又は経常損失（△） △300 261

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 144 －

償却債権取立益 － 35

その他 － 0

特別利益合計 144 35

特別損失

固定資産除却損 4 0

投資有価証券評価損 － 36

会員権評価損 8 1

その他 － 0

特別損失合計 13 39

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△169 257

法人税、住民税及び事業税 △11 4

法人税等調整額 △5 4

法人税等合計 △16 8

少数株主利益 0 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △153 248
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

240 △217

減価償却費 900 894

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △5

賞与引当金の増減額（△は減少） △195 △61

退職給付引当金の増減額（△は減少） △142 1

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3 0

受取利息及び受取配当金 △120 △88

支払利息 148 154

持分法による投資損益（△は益） △205 △172

固定資産除却損 27 5

投資有価証券評価損益（△は益） 36 36

減損損失 － 12

売上債権の増減額（△は増加） △290 △2,105

たな卸資産の増減額（△は増加） △599 2,519

仕入債務の増減額（△は減少） △12 1,597

その他 192 431

小計 △25 3,003

利息及び配当金の受取額 237 183

利息の支払額 △161 △141

法人税等の支払額 △26 △23

営業活動によるキャッシュ・フロー 24 3,021

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △20

定期預金の払戻による収入 17 －

有形固定資産の取得による支出 △1,823 △1,019

投資有価証券の取得による支出 △6 △20

関係会社株式の取得による支出 △293 △9

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

1 －

貸付けによる支出 △18 △34

貸付金の回収による収入 36 31

その他 △14 27

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,100 △1,045
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 11,970 9,680

短期借入金の返済による支出 △11,120 △11,960

長期借入れによる収入 2,712 1,200

長期借入金の返済による支出 △1,115 △844

社債の償還による支出 △30 －

配当金の支払額 △185 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △65 △70

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,165 △1,995

現金及び現金同等物に係る換算差額 9 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 99 △20

現金及び現金同等物の期首残高 1,481 1,767

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,580 1,746
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 25,875百万円

※２　担保資産 　
担保に供されている資産について、事業の運営にお
いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末
日に比べて著しい変動が認められるもの

工場財団(土地、建物及び構築物、

機械装置及び運搬具)
1,863百万円

　　　土地 71百万円

　　　建物及び構築物 94百万円

　　　投資有価証券 1,066百万円

　３　受取手形裏書譲渡高 3百万円

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の
休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満
期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれてお
ります。

　　　受取手形 333百万円

　　　支払手形 115百万円

設備関係支払手形（流動負
債その他）

38百万円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 25,083百万円

※２　担保資産 　

 
 

工場財団(土地、建物及び構築物、

機械装置及び運搬具)
2,060百万円

　　　土地 556百万円

　　　投資有価証券 759百万円

　 　
　３　受取手形裏書譲渡高 0百万円

―――
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 938百万円

　賞与引当金繰入額 24百万円

　退職給付費用 28百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 831百万円

　賞与引当金繰入額 11百万円

　退職給付費用 50百万円

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 291百万円

　賞与引当金繰入額 24百万円

　退職給付費用 8百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 290百万円

　賞与引当金繰入額 11百万円

　退職給付費用 17百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金 1,595百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △15百万円

現金及び現金同等物 1,580百万円

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 1,781百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △35百万円

現金及び現金同等物 1,746百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 38,008,906

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 715,626

　

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。
　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,902 4,781 7,683 ― 7,683

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,902 4,781 7,683 ― 7,683

営業利益又は営業損失(△) △154 415 261 (488) △227

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

３　会計処理の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

４　追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の主なものについては、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より８年に変更しました。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,588 4,150 6,739 ― 6,739

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,588 4,150 6,739 ― 6,739

営業利益 111 485 596 (394) 202

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

　

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

20/26



前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

9,012 16,726 25,738 ― 25,738

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 9,012 16,726 25,738 ― 25,738

営業利益又は営業損失(△) △0 1,704 1,704 (1,454) 250

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

３　会計処理の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「油脂製品」で133百万円減少、「石化製品」で257百

万円減少しております。

４　追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の主なものについては、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より８年に変更しました。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「油脂製品」で５百万円減少、「石化製品」で28百万

円増加、「消去又は全社」で０百万円減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

7,397 11,555 18,952 ― 18,952

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,397 11,555 18,952 ― 18,952

営業利益又は営業損失(△) △64 964 900 (1,195) △295

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年12月31日)

在外連結子会社及び在外支店がありませんので、開示を行っておりません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 290円92銭
　

　 　

　 285円10銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び１株当たり四半期純損失金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 6円23銭
　

１株当たり四半期純損失金額 6円38銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

232 △237

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

232 △237

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,298 37,293

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 4円12銭
　

１株当たり四半期純利益金額 6円66銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

△153 248

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

△153 248

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,296 37,293

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

新日本理化株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　檀　　上　　秀　　逸　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本理化株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】に記載されているとおり、会社は

第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

新日本理化株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本理化株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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